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第１ 基本的な考え方 

１ まち・ひと・しごと創生総合戦略策定の背景 

   礼文町の人口は、国立社会保障・人口問題研究所が平成 30 年（2018）に公表した推計によ

ると、今後も減少が続き、令和7年（2025）には2,100人、令和27年（2045）には1,100人

になると推計されています。 

   礼文町ではこれまでも、人口減少を最重要課題として捉え、漁業振興施策や子育て施策に重

点をおいて取り組みを進め、更に平成 28 年３月に、平成 27 年度から平成 31 年度を計画期間

とした礼文町まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という）を策定し、人口減

少問題の解決と地方創生を進めるため、危機感とスピード感を持って取り組んでまいりました。 

   本年度、第１期目の総合戦略が計画期間の最終年を迎えるにあたり、引き続き次年度以降も

切れ目ない取り組みを進めることが重要であることから、住民アンケートやワークショップな

ど住民意見の把握に努めた上で、第１期総合戦略の効果検証に基づいた事業の見直し等を行い、

第６次礼文町まちづくり総合計画（以下「総合計画」という）との整合性や、国の総合戦略の

基本方針との関係性等についても注視しながら、より実効性の高い、効率的かつ効果的な各施

策を盛り込んだ、新たな総合戦略を策定します。 

総合戦略は、礼文町が次世代に向けて更なる発展を遂げ、この地で暮らすことに幸せを感じ

られるまちをつくるため、人口減少や少子高齢化が急速に進む社会情勢においても、目指すま

ちづくりの姿を明確にするとともに、中期的な施策群の基本的方向、具体的な施策をまとめた

ものです。 
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テーマ 将来像 基　本　目　標 № 施  策  分  野

（１） 　移住定住の環境整備

（２） 　自然災害防止対策の推進

（３） 　自然環境の保全

（４） 　森づくり

（５） 　道路の整備

（６） 　港湾の整備

（７） 　交通機関の充実

（８） 　情報通信基盤の充実

（１） 　水産業の振興

（２） 　商工業の振興

（３） 　観光の振興

（１） 　児童福祉の充実

（２） 　高齢者福祉の充実

（３） 　障がい者福祉の充実

（４） 　地域福祉の充実

（５）    温泉施設の充実

（6） 　健康づくり

（7） 　地域医療の充実

（１） 　簡易水道の整備

（２） 　下水道の普及・適正管理

（３） 　居住環境の整備

（４） 　廃棄物処理体制の充実

（５） 　防災対策の充実

（６） 　交通安全・防犯対策の推進

（７） 　消防・救急体制の充実

（１） 　生涯学習の推進

（２） 　学校教育の充実

（３） 　社会教育の充実

（４） 　生涯スポーツの充実

（５） 　芸術文化の振興

（６） 　文化財の保護と活用

（７） 　礼文高校の魅力と人づくり

（１） 　地域コミュニティ活動の推進

（２） 　人材・組織の育成

（３） 　関係人口の創出・拡大

（４） 　協働に基づく行政サービスの確立

（５） 　健全な財政運営の推進

（

郷
土
愛
と
人
を
育
む
地
域
づ
く
り
）

 基本目標５

（地域の文化と特色を活かした人づくり）

 基本目標６

（人と地域を育む協働のまちづくり）

〔　基　本　計　画　〕

第６次　礼文町まちづくり総合計画の構成と体系　

〔　基　本　構　想　〕

『

　
島
　
の
　
絆
　
』

“
地
域
の
結
び
つ
き
と
支
え
あ
い
に
よ
る
島
の
更
な
る
発
展
を
め
ざ
し
て
”

（

活
気
と
魅
力
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り
）

 基本目標１
　
（人と自然に優しく魅力ある地域基盤づくり）

 基本目標２

（未来につながるたくましい産業づくり）

（

島
の
暮
ら
し
を
支
え
る
環
境
づ
く
り
）

 基本目標３

（健全な心と体で絆とつながりのあるまちづくり）

 基本目標４

（未来につながる豊かな環境づくり）

２ 総合戦略の位置づけ 

  第２期総合戦略は、礼文町人口ビジョンにおいて目標設定した人口の将来展望を踏まえ、ま

ち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）第10条の規定により、令和２年度（2020

年度）を初年度とする今後５か年の目標や施策、基本的方向、具体的な施策をまとめたもので

す。 

  また、本年１２月に策定した第６次総合計画の基本計画や実施計画は、総合戦略と同じ計画

期間でありますが、総合戦略は人口減少克服と礼文町の創生を目的とした計画であり、総合計

画はこれらを含む礼文町の総合的な振興・発展を目的とした計画であるため、総合計画と人口

ビジョン及び総合戦略は非常に密接な関係にあり、総合戦略は総合計画の人口減少克服と礼文

町の創生にスポットを絞った具体的な計画と位置づけています。 
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３ 対象期間 

  令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

 

４ 計画人口 

  人口ビジョンにおける人口の将来展望を踏まえ、計画期間内での取組成果を見込み2,200人

とします。 

 

５ 将来像 

  本町の離島という地理的条件を踏まえつつ、今後更に人口減少や少子高齢化が見込まれる厳

しい時代の中でも「地域の結びつき」や「人と人の支えあい」を大切にして、町全体が家族の

ように一体となり、町民一人ひとりが郷土への愛着と誇りを持ちながら、島のさらなる発展を

目指していくための「まちづくりのテーマ」を 

 

『島の絆』“地域の結びつきと支えあいによる島の更なる発展を目指して” 

 

とし、以下の「３つ将来像」を掲げて、まちづくりを進めていきます。 

 

  ◆将来像１．活気と魅力あふれるまちづくり 

恵まれた自然環境と豊かな地域資源を活かし、人と自然が共存するなかでも地域の利 

便性を高め、魅力あふれるまちづくりを目指します。また、社会情勢を柔軟にとらえ、 

本町の魅力を内外に発信し、基盤産業である水産・観光業、または商工業の振興による 

雇用を創出し、地域ぐるみで発展し続ける活気あるまちづくりを推進します。 

 

◆将来像２．島の暮らしを支える環境づくり 

いつまでも住み続けたいと思える島の暮らしを支えるため、健康で安心して暮らすため

の医療サービス体制の向上と、高齢者や障がい者など支援が必要な方を地域のつながりと

絆で支えあう福祉の心を育てます。また、防災・防犯・交通安全・消防体制や、水道など

のライフラインの充実を図り、すべての住民にとって安心安全に暮らすための生活環境づ

くりを推進します。 

 

◆将来像３．郷土愛と人を育む地域づくり 

     まちづくりは、人々の取組みと活躍によって形成されるものです。島の魅力や歴史・文 

    化等の特色を活かし、次代を担う子どもたちの豊かな心と学力を育みます。また、郷土へ

の愛着と誇りをもって、地域が抱える課題や問題に取り組む人材の育成を推進し、町民と

行政の協働に基づくまちづくりをめざします。 
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６ 基本目標（４つの基本目標） 

 

（１）島における安定した雇用を創出する 

    基盤産業である水産業の振興や商工業の活性化を図り、若い世代にとって「魅力」や「や 

りがい」のある仕事を創出し、安定した雇用を確保します。 

 

（２）島への新しいひとの流れをつくる 

広大な自然や豊かな食など、本町の優れた地域資源を国内外に広く発信し、観光客や移住 

者の増加を図るとともに、若者が定着する拠点として、新しい人の流れを創出します。 

 

（３）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

若い世代の「結婚して子どもを産み育てたい」という希望をかなえるため、結婚・妊娠・ 

出産・子育てにおける切れ目のない支援を行い、安心して子どもを産み育てられる環境づく 

りを進めます。 

 

（４）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

職業や年齢、障がいの有無等に関わらず、誰もが安心して住み続けられるまちづくりを進 

めるとともに、時代を担う子供たちが充実した環境の下、教育を受けられる体制整備を進め 

ます。 

 

７ 取組のための視点 

  第２期総合戦略では、基本目標に向けた取組を実施するにあたり、次の視点に重点を置いて施

策を進めます。 

 

  ◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」 

   ・将来的な地方移住にもつながる「関係人口」の創出・拡大 

   ・企業や個人による地方への寄附・投資等による地方への資金の流れの強化 

  ◆「新しい時代の流れを力にする」 

   ・Society5.0（※１）の実現に向けた技術の活用 

   ・SDGs（※２）を原動力にした地方創生 

    （※１）サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、経 

        済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society） 

    （※２）「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための17

の国際目標 

  ◆「人材を育て活かす」 

   ・地方創生の基盤をなす人材に焦点を当て、掘り起しや育成、活躍を支援 
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  ◆「民間と協働する」 

   ・地方公共団体に加え、NPO等地域づくりを担う組織や企業と連携 

  ◆「誰もが活躍できる地域社会をつくる」 

   ・女性、高齢者、障がい者、外国人等誰もが居場所と役割を持ち、活躍できる地域社会を 

実現 

  ◆「地域経営の視点で取り組む」 

   ・地域の経済社会構造全体を俯瞰して地域をマネジメント 

 

 

８ 目標設定と進捗管理 

   総合戦略は、町民、地域、団体、行政など町全体で共有し、協働して推進する「公共計画」

であり、Plan（計画策定）、Do（推進）、Check（点検・評価）、Action（改善）の流れにより

高い実効性を確保することが必要となります。 

   また、重点プロジェクト及び施策に設ける数値目標及び重要業績評価指数（KPI=Key 

Performance Indicator）については、実施した事業の量を測定するのではなく、その結果に

よって得られた成果を測定する客観的な成果指標を原則とし、目標を明確化することで、町

全体での目標の共有化と成果を重視した取組の展開を実施します。 

   また、町民、企業、団体等との連携協働による推進、進捗管理等を行い町全体で取り組む 

体制を構築することで着実な前進を実現します。 

 

  （１）Plan（計画策定） 

        総合戦略は、町内団体との意見交換や町民意識調査などにより、多様な町民の意見や意 

識を把握するとともに、行政内部での課題分析を含めて現状と課題を整理し、総合計画と

の一体性を意識し、町民と共に優先順位や方向性、将来都市像を協議するなど、多様な個

人や団体が連携協働して積み上げをして策定しています。 

 

  （２）Do（推進） 

    策定された総合戦略を多様な媒体を通じて、幅広く情報発信するとともに、各分野にお 

いて関連する地域、団体、企業、行政が協働した推進体制を構築します。 

    策定に関わった多くの人たちを含む町民は、各分野において総合戦略の情報発信と計画 

に基づく取組の推進を担います。 

    また、選択と集中を行う重点分野を明確にすることで期間内における優先順位を明確に 

示し、町の総力を上げて重点分野に取り組むことで高い実効性を確保し、推進力を高めま

す。 
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 （３）Check（点検・評価） 

    各施策群及び施策に掲載された数値目標及び重要業績評価指標の推進状況を統計データ 

などの社会指標を用い、内容によっては町民意識調査等を実施してその効果を検証します。 

    また、住民代表や外部有識者等が参画の礼文町まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会 

において検証し、必要に応じて総合戦略の改定を行うことにより、ＰＤＣＡサイクルを確

立し、その結果を広く町民に公表して意見集約を行い、次期の推進体制を強化するサイク 

ルを構築します。 

 

 （４）Action（改善） 

    毎年実施する点検評価の結果を基に効果検証を行い、その検証結果を踏まえた施策の見 

直しや、必要に応じて総合戦略の改定を行います。 

 

 

９ まち・ひと・しごと創生に向けた政策５原則 

  人口減少克服・地方創生を実現するために、国と同様、次の５つの政策原則に基づき施策 

を進めます。 

 

（１）自立性（自立を支援する施策） 

    一過性の対処療法的なものではなく、構造的な問題に対処し、地域、民間事業者、個人 

等の自立につながる取組を進めます。この観点から外部人材の活用や人づくりにつながる

施策を優先課題として取り組みます。 

  

（２）将来性（夢を持つ前向きな施策） 

    自主的かつ主体的に、夢をもって前向きに取り組むことに支援の重点を置きます。 

   

（３）地域性（地域の実情等を踏まえた施策） 

    地域の実態や将来性を踏まえた、持続可能な施策を進めます。 

  

（４）直接性（直接の支援効果のある施策） 

    最大限の効果をあげるため、ひとづくり・しごとづくり、そしてこれらを支えるまちづ 

くりに直接的に効果がある施策を集中的に実施します。 

   

（５）結果重視（結果を追及する施策） 

    過程よりも結果を重視し、ＰＤＣＡメカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果 

検証と改善を実施する。 
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Ⅰ．島における安定した雇用を創出する 

指標 数値目標 備考 

納税義務者数（所得割） 毎年1,200人  

課税対象所得 毎年2,800,000千円  

   

 

（１）水産業の振興 

漁場整備や資源管理型漁業のほか増養殖漁業など新たな生産体制づくりや付加価値の向上を

図る取り組みを推進し、新規漁業就業者の所得安定までの経済的な支援など、担い手を受け入れ

る体制づくりを積極的に推進します。 

また、衛生管理に努め、安定した供給体制と安全な製品開発に努め、水産物の利用拡大を図り

ます。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●漁業担い手の確保 

  町独自の漁業担い手支援制度により新規就業者の経営

の安定化を図るとともに、漁業者の住宅確保のために、漁

業者が行う住宅整備・改修に対して支援を行う。 

また、漁業者が安全かつ効率的に漁業活動を行えるよ

う、国・道と連携して、港湾・漁港の改修を実施し漁労環

境の改善を図る。 

（具体的な事業） 

＊新規漁業就業者対策事業 

 ・漁業担い手補助金 

 ・漁業後継者報奨金 

 ・漁業研修生の受入れ 

＊漁業者住宅支援事業 

・漁業者支援住宅の整備 

・漁業者住宅整備補助金 

＊漁業生産基盤整備事業 

・港湾及び漁港の改修 

◆漁業協同組合員数：300人 

 

●水産資源の管理と活用による漁業生産額の維持 

 離島漁業再生支援交付金を活用した種苗放流事業や、漁

協が実施するコンブ養殖施設整備に支援をし、漁業資源の

維持と安定生産を目指す。 

また、漁業生産において不可欠である網外し等の陸上作

業や、加工に必要な人材など、外国人を含む人材確保のた

◆一人当たり水揚金額：10,000千円 
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めの取り組みを支援する。 

他方、加工施設整備支援による新商品開発や水産加工品

PRイベント等の実施を通して、水産品の付加価値向上と販

路の拡大を行うことで生産額の維持を図るほか、地域産品

輸送費支援事業により、鮮魚や加工品の輸送費の軽減を図

るなど、豊かな漁村の形成を目指す。 

（具体的な事業） 

＊離島漁業再生支援交付金事業 

 ・集落が実施する種苗法流事業や漁場の再生に係る事業 

への支援 

 ・漁業者が実施する新たな漁業の起業や事業拡大を支援 

＊養殖施設整備補助事業 

 ・漁協が実施するコンブ養殖施設等の整備を支援 

＊水産関係労働力確保事業 

 ・漁協が行う外国人等の労働力確保のための支援 

＊水産加工業振興事業 

 ・新商品の開発、加工施設整備補助 

・販路未開拓地域でのPRイベント・販売の実施 

＊地域産品輸送費支援事業 

 ・国の交付金を活用して鮮魚や加工品等の輸送費を支援 
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（２）商工業の振興 

 商工業の振興に向けてはキャッシュレス化への対応や、新たな地場産品の開発など観光業や水

産業といった異業種との連携が必要である他、事業主の高齢化に伴う廃業や世代交代がスムーズ

に進んでいない構造的な問題を抱えていることから、事業の継承が困難な小規模事業者への支援

や新規起業への対応が必要です。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●商工業者及び商工会への支援 

町民の生活を支える商業を振興し、商工業の基盤を維持

するため、商店や企業の活性化を図るための支援を行い、

商工業における雇用確保を推進する。 

（具体的な事業） 

＊中小企業支援事業 

 ・中小企業融資貸付金 

 ・利子、保証料補給 

＊商工業担い手支援事業 

 ・担い手支援事業 

 ・後継者報奨金 

＊商工業支援事業 

 ・商工会補助金 

 ・プレミアム商品券事業 

＊特定有人国境離島地域社会維持推進交付金事業 

・創業・事業拡大、雇用拡充に関する支援 

＊特定有人国境離島漁村支援交付金事業 

 ・海業の創業・事業拡大、雇用拡充に関する支援 

◆商工会会員数：110件を維持 
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（３）観光の振興 

近年の観光は、国民所得の変化やライフステージごとの意識の変化を背景に、日本人旅行の国

内市場については縮小基調にある一方、アジアを中心とした海外市場へと旅行先を広げていま

す。このため本町の観光客入込数は一貫して減少していることから、礼文島観光協会をはじめと

する関係機関と連携を図りながら、受入体制の整備や積極的な誘致活動を展開しています。 

こうした中、旅行の形態は団体旅行から家族や友人といった少人数、個人旅行へと変化し、更

には旅行の動機もアクティビティや食イベント等、目的の明確化や多様化が進んでいることか

ら、宗谷管内の自治体や関連団体がこれまで以上に連携し、地域にある特徴を独自観光資源に活

用した事業の展開を協働して推進するとともに、礼文島らしい滞在・体験型観光メニューの開発

や情報発信などを積極的に推進する必要があります。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●国内観光の積極的な推進 

観光客誘客のための旅行エージェント訪問や情報誌掲

載など誘致事業等を、利尻礼文サロベツ国立公園を中心と

した広域連携により展開するとともに、送客力が高いキャ

リアとの連携により、魅力的な旅行商品の開発や商品PR、

個人旅行者に対応した情報発信など積極的な誘客事業を

推進する。 

また、町内にある複数の観光資源を結び付け、魅力ある

活用方法を検討し、観光振興に取り組むことで交流人口の

増加に寄与するとともに、観光産業の活性化や雇用の創出

につなげる。 

（具体的な事業） 

＊広域連携の推進 

＊観光プロモーション事業 

＊観光情報誌作成事業 

＊観光振興支援事業（キャリアとの連携） 

◆観光客入込数：年間延120,000人 

●国際観光の積極的な推進 

 利尻礼文サロベツ国立公園を前面に出したエリア観光

を推進し、広域連携による国外セールスコールや観光セミ

ナー等を行い、受け入れ態勢の強化を図り、外国人観光客

を積極的に受け入れる。 

 また、団体旅行やパッケージツアーを利用しない個人旅

行者（FIT）に対応した情報発信や、ストレスのかからない

環境づくりを目指し、ニーズに対応した取り組みを推進す

る。 

◆外国人宿泊者数：年間延3,000人 
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（具体的な事業） 

＊国外プロモーション事業 

＊外国人ブロガー等招聘事業 

＊情報誌作成事業（多言語版パンフレット作成） 

＊案内標識設置事業（多言語併記） 

●自然環境の保全と観光施設の維持管理 

 自然環境の保護と活用を両立し、礼文島いきものつなが

りプロジェクトの推進や自然情報の提供、フラワーレンジ

ャーの配置など関係機関と連携し多面的な取り組みを行

う。 

 また、自然歩道の安全かつ適正な利用を推進するため、

老朽・劣化している施設の補修、長寿命化など必要な整備・

改修を行いながら、優れた自然環境を壊さず、観光事業を

中心に利用していくことにも意識しながら、地域資源を生

かした関係人口の増加を目指す。 

（具体的な事業） 

＊礼文島内歩道整備事業 

＊希少動植物保護増殖事業 

＊高山植物保護対策事業 

＊観光施設・案内標識等整備事業 

◆観光客入込数：年間延120,000人 
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Ⅱ．島への新しいひとの流れをつくる 

指標 数値目標 備考 

転入者数 5年間で700人  

転出者数 5年間で750人  

移住者数 5年間で200人  

   

 

（１）移住定住の促進 

 空き家等の情報を提供できる仕組みを構築することで移住・定住の促進を図るとともに、ワン

ストップ窓口や移住定住コーディネーターを配置するなど、総合的な移住・定住支援の体制を強

化します。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●持ち家住宅への支援事業 

 町民の持ち家に対する支援補助を行い、町内の安定的な

居住環境の確保と町外からの移住定住を推進する。 

（具体的な事業） 

＊新築住宅及びリフォームへの助成 

・住宅建設費及び改築費に対して助成 

◆新築住宅助成件数：年間2件 

◆リフォーム助成件数：年間2件 

●移住定住の環境整備 

 空き家改修事業によりU・J・Iターン者を対象とする住

居等を確保するほか、移住定住に関する「ワンストップ窓

口」の設置や、町内の空き家住宅等の情報収集と発信によ

り、総合的な移住・定住支援の環境と体制を整備する。 

（具体的な事業） 

＊移住定住コーディネーターの配置 

＊町内就業及び住宅情報等の収集及び発信の強化 

＊地域おこし協力隊定住支援 

 ・地域おこし協力隊の定住のためのフォローアップ 

＊田舎暮らし体験の推進 

 ・体験道場における就労体験 

＊移住体験住宅の積極的な活用 

＊U・J・Iターン者を対象とした空き家改修事業 

◆移住相談件数：年間20件 

◆田舎暮らし体験者数：年間80人 

◆移住体験住宅利用者数： 

年間20人 

◆改修した空き家の入居者数： 

計画年度内U・J・Iターン者 

3世帯3人 
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（２）居住環境の整備 

 既存公営住宅の長寿命化計画への取り組みを行い、公平・的確な住宅の供給を推進するととも

に、地域住民の住環境の向上を目指します。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●公営住宅整備事業 

 入居者の世代や家族構成のニーズに合わせ老巧化した住

宅の建替整備の取り組みを進める。 

（具体的な事業） 

＊老朽化した既存公営住宅建替 

◆住宅戸数：5年間で12戸 

●公営住宅ストック総合改善事業 

 既存公営住宅の居住性向上改善事業を計画的に行い良質

ストックとして維持管理を積極的に進める。 

（具体的な事業） 

＊既存住宅の居住水準向上（外壁・屋根等） 

◆住宅戸数：5年間で16戸 

●民間賃貸住宅建設促進助成事業 

 個人や法人が建設する賃貸用集合住宅の取得費の一部を

助成する。 

（具体的な事業） 

＊集合賃貸住宅建設補助 

◆民間居室数：5年間で8戸 
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（３）関係人口の創出拡大 

 継続的に多様な形で関わる「関係人口」を創出・拡大することは、地方にとっても都市部にと

っても意義があると認識し、今後更に「関係人口」の創出・拡大に努めます。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●関係人口の創出拡大 

 関係人口の創出と拡大に向けた交流活動を積極的に行

い、地域特性や文化についての理解を深め、相互の連携や

発展につながる取り組みを推進する。 

（具体的な事業） 

＊地域ＰＲ事業 

・修学旅行等による子どもたちの地域ＰＲ 

・特産品・観光イベント参加による地域ＰＲ 

＊関係人口拡大事業 

 ・ふれあい交流事業（企業・リゾートバイト・学生等） 

・地域おこし協力隊の採用 

・都市部及び他地域との交流 

・企業誘致マッチング→サテライトオフィス等の誘致 

◆ＰＲ人口：年間延600人 

◆交流人口：年間延100人 

 

（４）文化財の保護と活用 

町内各地に見られる様々な歴史文化遺産は、太古から続く島の歴史を語る上で大変重要なもの

です。最北の島に生きた先人の遺産を守り、未来へ継承していく活動に取り組むとともに、島の

宝として、様々な場面を通してその魅力を伝える活動に取り組みます。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●文化財の保護と活用 

 住民共有の財産である文化財を次世代へ継承するため、

有効的な保護対策を講じるとともに、島の宝として積極的

に活用することにより、新しい島の魅力を伝える活動を行

う。 

（具体的な事業） 

＊文化財保管公開施設整備事業 

＊歴史文化遺産公開活用事業 

◆施設整備数：1棟 

◆郷土資料館来館者数： 

年間延5,000人 
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Ⅲ．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

指標 数値目標 備考 

婚姻数 5年間で50組  

出生数 5年間で50人  

合計特殊出生率 5年後0.25ポイント増 1.55（H25～H29）→1.80 

   

 

（１）児童福祉の充実 

 女性の社会進出が進むなど、子どもを取り巻く環境が大きく変化しています。このため、子育

て支援を地域全体で取り込めるよう環境づくりに努めます。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●保育サービスの充実 

（具体的な事業） 

安心して子育てができる環境整備のため、保育時間の延

長を行う。 

＊盛漁期における保育時間の延長 

  ・5月～9月 午前7時40分～午後5時30分 

  （従来 午前8時00分～午後4時00分） 

◆年間延長保育時間：260時間 
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（２）地域福祉の充実 

子どもを安心して生み育てられる環境づくりや子育て支援策の充実を推進するとともに、親

と子の健康づくりに関する事業や子どもの心身の健やかな成長のための教育環境の整備にも

目をむけ、次代の親の育成及び家族や地域の教育力向上のため、関係機関とも連携を図り推進

していきます。 

また、住民アンケート等において要望が多かった子どもの遊び場について、その要望内容も

多様化していることから、住民ニーズの把握に努めるとともに、既存施設を最大限に生かしな

がら、地域全体で子育てに対して取り組める環境づくりに努めます。 

加えて、今後のさらにその役割を増す高齢者施設等福祉分野のマンパワー確保に努めます。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●結婚、妊娠、出産に対する支援の充実 

 妊娠及び出産を望む夫婦に対する経済的支援を充実さ

せることで、この地域で安心して子育てができる地域・環

境づくりと定住促進につながる体制を継続して整備する。 

（具体的な事業） 

＊出産祝い金等支給 

＊特定不妊治療費助成（満43歳までの方） 

・治療費及び交通費、宿泊費の助成 

＊妊産婦健診等助成 

 ・健診費（定期以外）、健診に係る交通費、宿泊費 

  待機入院費-医師の指示で医療機関への入院費用 

 

◆出生数：5年間で50人 

●子育て支援の充実 

 若い世代が子育てと仕事の両立を図り、安心して育てる

ことができるよう、子育てに係る身体的、精神的、経済的

負担を軽減させるとともに、地域全体で子供の成長を見守

る環境整備を進めるための支援を充実させ、子育て世代の

移住定住促進を図る。 

（具体的な事業） 

＊子育て世代マイホーム新築等助成 

 ・住宅建設費及び改築費に対して助成 

＊子ども医療費助成制度（入院、外来、歯科、調剤の保険

適用自己負担分を高校生まで全額助成） 

＊放課後子供教室事業 

 ・平日の放課後及び学校長期休業日において、留守家庭

児童等が安心安全に過ごせる居場所を提供する 

◆合計特殊出生率：5年間で1.80 

◆放課後子供教室実施日数： 

年間220日 

◆家庭教育支援事業参加者 

アンケート：満足度＝70％ 
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＊家庭教育支援事業 

 ・乳幼児とその保護者が、絵本の読み聞かせや工作体験

など、親子で気軽に参加できる事業を通じて、コミュニ

ケーションを深めるとともに、保護者同志の交流を促進

する 

＊子供の遊び場づくり 

・多様化するニーズを受け止め、子どもたちが安心安全

に遊ぶことができる環境整備を行う 

●福祉分野のマンパワーの確保 

保育所や高齢者施設など福祉施設従事者の安定的な確

保により、地域における安心・安全なサービス体制を図る。 

（具体的な事業） 

＊福祉系技術者等支援事業 

・福祉系技術者等修学資金貸付 

・福祉系技術者等就業支援金貸与 

◆貸付及び貸与者の就業者数： 

5年間で5人 
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（３）礼文高校の存続とひとづくり 

 礼文高校の更なる魅力化を図り、活気ある高校づくりへの取り組みを通じて、地域全体の活性

化に取り組みます。 

また、地元高校生や離島留学者が地域住民や産業とのつながりを持ちながら、共に学ぶ機会を

持たせることで、礼文町の次代を担う人材の育成を図ります。 

 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●魅力ある高校づくり対策 

 礼文高校の魅力化を推進するため、礼文高校魅力化推進

協議会による、各種高校支援策と地域の特性を活かしたカ

リキュラムを引き続き実施し、魅力ある高校づくりを目指

し、入学者数の確保に努める。 

また、れぶん留学の推進により入学生徒の拡充を図ると

ともに、離島の特性を活かした地域交流を推進し、次代を

担う人材の育成に努める。 

（具体的な事業） 

＊礼文高校魅力化プロジェクト事業 

 ・礼文高校魅力化推進協議会による魅力ある高校づく 

りの検討 

＊礼文高校支援事業 

 ・全国募集ＰＲ事業 

 ・通学バス運賃助成 

 ・資格検定受講費助成 

 ・昼食費助成 

 ・島外生帰省・保護者交通費助成 

 ・学生寮の整備（増改築含む） 

＊礼文高校海外交流事業 

 ・海外交流事業助成 

 ・姉妹校来島交流事業 

＊地域交流事業 

 ・高校生と地域住民との交流機会の創出 

◆入学者数：毎年度10人 

◆高校アンケート調査： 

満足度70％ 
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Ⅳ．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

指標 数値目標 備考 

社会増減数 5年間で△50人  

   

 

（１）交通機関の充実 

 利用者のニーズを把握し利便性を考慮したバス路線やフェリー航路の維持、航空路線の確保を

図るとともに、各交通機関の連携強化による利用促進に努めます。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●交通ネットワークの充実 

 交通に関する利用者負担の軽減と、各関係機関と連携に

よる利用者の利便性を考慮した交通ネットワークの構築

により、安定的な交通手段の確保に努める。 

（具体的な事業） 

＊バス路線の維持助成 

＊地域交通体系の見直し 

＊航空運賃助成 

＊航路運賃割引補助 

＊礼文空港の再開に向けた要望活動 

◆バス路線の維持：3路線 

◆航空運賃低廉化年間延利用者数： 

1,150人 

◆航路運賃低廉化1人あたり年間利

用回数：6往復（12回） 

 

 

（２）行政サービスの充実 

 国が進める「Society5.0」の実現への取り組みや、行政サービスのデジタル化など、今後、著

しい成長が見込まれる新たなプロジェクト等に対して的確な対応が求められます。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●人材交流事業の推進 

 ＩＣＴ分野や観光分野、エネルギー分野などの専門的な知

識を必要とするプロジェクトにおいて、民間企業等から専門

的な知識や経験、人脈をもった人材を受け入れ、各事業を効

率的かつ効果的に推進するとともに、職員のスキルアップに

努める。 

（具体的な事業） 

＊地域企業人人材支援事業の活用 

 ・課題の把握及び分析 

 ・派遣側民間企業等との調整 

◆課題分析・検討 

◆企業等との調整 
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（３）地域コミュニティ・町民活動の支援 

 人口減少や少子高齢化が進む中で、地域のつながりや交流など地域におけるコミュニティ活動

がより一層重要度を増しています。地域での支えあいや交流活動などは地域力の向上につながる

とともに、まちづくりの大きな推進力となるほか、地域への愛着醸成につながります。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●コミュニティ組織への支援 

 自治会が安定的な活動基盤のもと、地域コミュニティの

中心的役割を果たしていくことができるよう、地域住民の

意識づくりに努めるとともに、運営体制の充実のための支

援を行う。 

また、各コミュニティ組織が行う地域課題への取り組み

や、まちづくり活動に対して支援を行うほか、コミュニテ

ィ活動拠点となる施設の整備や維持管理に努める。 

（具体的な事業） 

＊自治会活動支援 

 ・自治会館の整備 

 ・自治会長会議の実施 

 ・出前町長室の実施 

＊コミュニティ活動支援 

＊コミュニティ活動拠点整備事業（町民センター改修） 

◆自治会館整備：津軽町、高山 

 江戸屋 

◆自治会長会議：年間2回 

◆出前町長室：年間4回 

◆島おこし基金助成事業： 

年間1件 

◆地域コミュニティ活動拠点施設 

整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



22 

（４）人材・組織の育成 

 地域が抱える課題や問題等を地域全体で認知・学習して共有し、地域住民が自ら考える場所と

機会を提供し、将来の地域づくりを「けん引」する人材や組織の育成に努めます。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●地域リーダーの育成 

企業やＮＰＯ、コミュニティ団体などを対象に、地域が

抱える課題や問題等を議題としたワークショップを開催

し、地域のリーダーとなる人材や組織の育成に努める。 

 また、中学生や高校生を対象としたワークショップを行

い、地域の課題などを議論する経験を通じて、まちづくり

に関する意識の高揚を図るとともに、地域に対する愛着を

醸成し、次世代リーダーの育成に努める。 

（具体的な事業） 

＊地域リーダー育成事業 

・各種研修会やワークショップの開催 

＊次世代リーダー育成事業 

・地域イベントへの参加やワークショップの開催 

◆ワークショップ開催：年間2回 

 

 

（５）芸術文化の振興 

 芸術文化は、人々に感動や喜びをもたらし、地域の活性化や魅力化に大きな役割を果たすもの

です。様々な芸術文化活動を通して豊かな心を育み、魅力あふれる地域づくりを目指します。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●芸術文化体験鑑賞機会の提供 

 地理的要因により、日頃から優れた芸術文化に触れる機

会に乏しいことから、多様な芸術文化体験や鑑賞の機会提

供に努める。 

（具体的な事業） 

＊芸術文化鑑賞事業 

＊芸術文化体験活動支援事業 

 ・町内では体験できない文化講座の開催や、地域の文化 

団体の日頃の活動成果の発表など、地域住民が新たな活

動ができる機会や場所の提供に努める 

◆事業参加者：年間延500人 

◆活動成果発表：年間3回 
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（６）障がい者福祉の充実 

 障がいの有無にかかわらず、全ての町民がお互いの人権や尊厳を大切に、支え合いを通して、

差別や虐待、地域から排除されることなく、一人一人が生き生きと当たり前の生活を送ることが

できる「共生社会」を目指します。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●障がい者支援の充実 

生まれながらに持っているほか、病気やケガなどによ

り、予期せずして誰もが障がいを持つ可能性があるなか

で、誰もが生まれ育った町や地域で継続して暮らし続ける

ために、偏見や差別を無くし、支え合うまちづくりに努め

る。 

（具体的な事業） 

＊共同生活住居整備 

・偏見や差別を受けず、安心して暮らすことができる住 

まいと地域づくり 

＊就労を目標とした取り組み 

＊安心して平等に暮らすことができる地域づくり 

◆共同生活住居整備：1棟 

◆職業訓練コース登録者数： 

5年間で1件 

◆普及啓発に係る研修会開催数： 

年間1回 
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（７）地域医療の充実 

 高度化・専門化する医療環境に対応するため、北海道医療計画に基づき、２次医療圏（宗谷）の

中核施設である市立稚内病院との連携による専門医療提供のほか、３次医療圏（上川・富良野・留

萌・宗谷）にある旭川病院群との連携による高度医療の提供に努めます。 

 また、連携を進めるにあたっては、病状に応じ稚内への患者搬送やドクターヘリを活用した旭川

への患者搬送のほか、医師・看護研修の受け入れを行います。 

 さらに、医師や看護師等医療従事者の確保に向けた関係機関や大学等への訪問、年数の経過した

医療機器の更新、保健・医療・福祉連携など医療基盤整備を引き続き推進します。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●医療環境の充実 

 常勤医師複数名体制の確立し、看護師等医療従事者を安定

的に確保するとともに、高度医療・専門医療機関との連携や

医療環境の整備に努め、安心安全な暮らしづくりに努める。 

（具体的な事業） 

＊医師、スタッフ確保対策事業 

 ・応援医による医師の常時確保及び医療従事者の確保 

＊専門医療の提供事業 

 ・中核施設からの出張医による眼科・婦人科診療を毎月1 

回実施 

 ・テレビシステムによる精神科遠隔診療を毎月2回実施 

＊医科大学との連携事業 

 ・研修医の受け入れ 

＊医療技術者等支援事業 

・就業支援金貸与 

・修学資金貸付 

◆医師及び看護師等医療従事者必要

人数充足率：100％ 
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（８）防災対策の充実 

 土砂災害及び地震・津波災害に対応した避難施設の整備を図るとともに、自治会単位での自主防災

組織の育成を推進し、災害に対する意識の高揚と避難体制の確立を図ります。 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

●防災体制の充実・強化 

 住民の生命財産の確保と、生涯に渡り安心安全に暮らすこ

とのできる地域づくりのため防災対策を推進する。 

（具体的な事業） 

＊土砂災害時の早期の避難体制づくりと災害時要配慮者等 

の初動体制の確立 

・各自治会や関係機関との平常時における情報共有及び 

 防災訓練の実施 

・自主防災組織の育成 

＊冬期間の地震・津波災害等を想定した避難場所及び避難施

設等の整備 

＊防災資機材・防災備蓄品等の整備 

 ・防災拠点及びインフラ（道路など）の途絶等により孤立 

する可能性が高い避難所等に対する整備 

＊防災情報伝達手段の多重化 

 ・「礼文町防災メール」及びＩＰ告知アプリ「知らせます 

件Ⅱ」の利用促進 

＊災害対応能力を高めるための人材の育成及び確保 

・防災業務に携わる行政職員の研修会等への参加 

・自治会、学校、企業、行政機関等を対象とした防災リー 

ダー養成 

◆防災訓練の実施：年間1回 

◆自主防災組織の年間新規設立数： 

5自治会 

◆防災対策等に関するアンケート：  

満足度50％ 

◆ＩＰ告知アプリ年間新規登録者数： 

30人 

◆防災研修会等の開催：年間1回 
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